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道路運送法の改正および運用について道路運送法の改正および運用について

道路運送法（昭和26年法律第183号）

平成14年２月改正
事業者間の競争を促進することにより、事業者間の創意工夫を活かした多様な
サービスの提供や事業の効率化・活性化を通じたバスサービスの向上を図ること
を目的として、乗合バス事業の規制緩和を主とした改正を実施

改正により、
事業参入
事業計画

運　　賃

事業からの退出

路線ごと免許制　　　　→　事業者ごとの許可制
運行系統・回数認可制　→　路線ごとの認可
　　　　　　　　　　　　　（運行計画→届出）
認可制　　　　　　　　→　上限認可制
　　　　　　　　　　　　　（上限の範囲内では事前届出制）
許可制　　　　　　　　→　原則６ヶ月前までの事前届出制

少子高齢化・人口減少社会を迎え、少子高齢化・人口減少社会を迎え、
利用者から求められるバスのあり方が変化利用者から求められるバスのあり方が変化

平成18年５月改正
目的目的
道路運送事業の運営を適正かつ合理的なものとし、並びに道路運送の分野における利道路運送事業の運営を適正かつ合理的なものとし、並びに道路運送の分野における利
用者の需要の多様化及び高度化に的確に対応したサービスの円滑かつ確実な提供を用者の需要の多様化及び高度化に的確に対応したサービスの円滑かつ確実な提供を
促進する（中略）道路運送の利用者の利益の保護及びその利便の増進を図る。促進する（中略）道路運送の利用者の利益の保護及びその利便の増進を図る。
コミュニティバスや乗合タクシー、デマンドバス等地域ニーズに応じた新たな形
態の輸送サービスなど、輸送形態の多様化に柔軟に対応することを目的とした改
正を実施。
改正前は法21条の例外規定により地方自治体がコミュニティバス等を運行させる
ことができたが、法改正により不可能になった。また、地域が必要と考える公共
交通については、地域公共交通会議の設置および合意により、路線変更・運賃設
定等についても手続きが弾力化。
そのため、地域公共交通会議設置のメリットは飛躍的に高まっている。

平成17年３月30日付け通達
　　　　　「地域交通会議」の枠組みが規定
　地域住民の足を確保する等の観点から、地方公共団体の主導の下、コミュニティ
バスなどを運行するために地域の関係者が議論し、協議が調ったものについては、
許可等の手続きの弾力的な取扱いを行うことで、「地域・利用者でつくりあげる
地域交通」の実現を支援するもの。
　しかし、法第21条・第80条に基づくコミュニティバス・乗合タクシーについて
は、取り扱いがほとんど変わらないなど、会議設置のメリットが少なくほとんど
活用されなかった。
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